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利 用 上 の 注 意 

 

 この速報は、統計法に基づく指定統計第２３号として、平成２６年７月１日現在で実施された

「平成２６年商業統計調査」の結果を、本県が独自に集計したものです。 

 経済産業省が所管する「商業統計調査」は、昭和２７年に第１回目が実施され、昭和５１年ま

では２年ごとに、平成９年までは３年ごとに実施されてきましたが、それ以降５年ごとになり、

その中間年（調査の２年後）に簡易な調査を実施してきました。 

 また、経済センサスの創設に伴い、商業統計調査は経済センサス-活動調査実施年の２年後に実

施することとなり、今回は総務省所管の経済センサス-基礎調査との同時調査（一体的）により実

施しました。 

 

 １ 調査の範囲 

   日本標準産業分類（平成 25年総務省告示第 405号）に掲げる「大分類Ｉ－卸売業・小売業」

に属する事業所（警戒区域等をその区域に含む調査区分にある事業所（商業統計調査規則第 4

条参照）を除く）を対象としました。 

   調査は、民営の事業所を対象としました。例えば、商業以外の会社、官公庁、学校、工場

などの構内にある別経営の事業所（売店等）、また、店舗を有しないで商品を販売する訪問販

売、通信・カタログ・インターネット販売などの事業所も調査の対象としました。 

   なお、調査期日に休業若しくは清算中、季節営業であっても専従者がいる事業所は対象と

しました。 

 

２ 『商業統計速報』における集計対象について 

(1)速報における集計対象事業所 

産業大分類「I－卸売業，小売業」に格付けられた事業所のうち、以下の全てに該当する

事業所について集計しました。 

・ 管理，補助的経済活動のみを行う事業所ではないこと 

・ 産業細分類の格付に必要な事項の数値が得られた事業所であること 

 

(2)「平成２４年」の数値は「平成２４年経済センサス‐活動調査」により得られた数値です。 

 

３ 統計表利用のための主な用語の説明 

(１) 事業所（商業事業所） 

    原則として一定の場所（一区画）を占めて「有体的商品を購入して販売する事業所」で

あって、一般的に卸売業、小売業といわれる事業所をいいます。 

  (２) 卸売業 

    主として次の業務を行う事業所をいいます。 

   ① 小売業者又は他の卸売業者に商品を販売する事業所 

   ② 産業用使用者（建設業、製造業、運輸業、飲食店、宿泊業、病院、学校、官公庁等）

に業務用として商品を大量又は多額に販売する事業所 

   ③ 主として業務用に使用される商品｛事務用機械及び家具、病院・美容院・レストラン・

ホテルなどの設備、産業用機械（農業用器具を除く）など｝を販売する事業所 

   ④ 製造業の会社が、別の場所で経営している自己製品の卸売事業所 
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     例えば、家電メーカーの支店、営業所が自己製品を問屋などに販売している場合、そ

の支店、営業所は卸売事業所となります。 

   ⑤ 商品を卸売し、かつ、同種商品の修理を行う事業所 

     修理料収入の方が多くても同種商品を販売している場合は、修理業とせず卸売業とし

ます。 

   ⑥ 主として手数料を得て他の事業所のために商品の売買の代理又は仲立を行う事業所

（代理商・仲立業）。代理商・仲立業には、一般的に、買継商、仲買人、農産物集荷業と

呼ばれている事業所が含まれます。 

(３) 小売業 

    主として次の業務を行う事業所をいいます。 

   ① 個人（個人経営の農林漁家への販売を含む）又は家庭用消費者のために商品を販売す

る事業所 

   ② 産業用使用者に少量又は少額に商品を販売する事業所 

   ③ 商品を販売し、かつ、同種商品の修理を行う事業所 

     修理料収入の方が多くても、同種商品を販売している場合は、修理業とせず小売業と

します。 

     ただし、修理のみを専業としている事業所は、修理業｛大分類Ｒ－サービス業（他に

分類されないもの）｝とし、修理のために部品などを取り替えても商品の販売とはしませ

ん。 

   ④ 製造小売事業所（自店で製造した商品をその場所で個人又は家庭用消費者に販売する

事業所） 

     例えば、菓子店、パン屋、豆腐屋、調剤薬局など。 

     なお、商品を製造する事業所が店舗を持たず通信販売により小売している場合は、製

造業（大分類Ｅ）に分類されます。 

   ⑤ ガソリンスタンド 

   ⑥ 主として無店舗販売を行う事業所（販売する場所そのものは無店舗であっても、商品

の販売活動を行うための拠点となる事務所などがある訪問販売又は通信・カタログ・イ

ンターネット販売の事業所）で、主として個人又は家庭用消費者に販売する事業所 

   ⑦ 別経営の事業所 

     官公庁、会社、工場、団体、遊園地などの中にある売店等で他の事業者によって経営

されている場合はそれぞれ独立した事業所として小売業に分類します。 

(４) 従業者 

    平成２６年７月１日現在で、当該事業所の業務に従事している者をいい、個人事業主と

無給家族従業者、会社・団体の有給役員、常時雇用従業者（１か月を超える雇用契約者と

平成２６年の５月、６月のそれぞれの月に１８日以上雇用され、調査日現在も雇用されて

いる人）を含みます。 

  (５) 年間商品販売額 

    平成２５年１月から１２月までの１年間の当該事業所における有体商品の販売額（消費

税を含む）をいいます。 

  (６) 売場面積（小売業のみ） 

    平成２６年７月１日現在で、事業所が商品を販売するために実際に使用している売場の

延床面積（食堂・喫茶、屋外展示場、配送所、階段、連絡通路、エレベーター、エスカレ

ーター、休憩所、洗面所、事務室、倉庫等、また、他に貸している店舗（テナント）分は
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除く）をいいます。 

    ただし、牛乳小売業、自動車（新車・中古）小売業、建具小売業、畳小売業、ガソリン

スタンド、新聞小売業の事業所については売場面積の調査を行っていません。 

  (７) 業態別分類（小売業のみ） 

    業態分類の定義は、別表「業態分類表」のとおりです。 

 

４ その他 

 (１) 統計表中の「－」は該当数値なし、「０」及び「０．０」は四捨五入による単位未満、「▲」

はマイナスの数値を表しています。 

(２) 「X」は事業所数が１または２に関する数値で、これをそのまま掲げると個々の報告者の

秘密が漏れるおそれがあるため秘匿した箇所であることを示したものです。なお、事業所

数が３以上に関する数値であっても、前後の関係から秘匿の数値が判明する箇所も同様に

秘匿しています。 

  (３) 「年間商品販売額」、「構成比」および「前回比」の数値については、積み上げた数値と

その合計値は四捨五入の関係で一致しないことがあります。 

  (４)  この速報の数値は、経済産業省『平成２６年商業統計速報』の調査票情報を福井県が独

自集計したものであり、速報段階の結果であるため、後日公表する本報告書および経済産

業省から公表される数値と相違する場合があります。 
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セルフ
方式

（注１）
取扱商品等（注２） 備　　考

衣が70％以上

食が70％以上

住が70％以上

うちホームセンター
（注４）

住関連スーパーのうち
「60211　金物」+「60221　荒物」+「60421　種・種
苗」が0％を超え70％未満

うち終日営業店
終日
営業

５．広義ドラッグストア

以下のいずれかに該当する事業所
・産業分類「6031ドラッグストア」に格付けされた事
業所
・「603　医薬品・化粧品」を小売販売額全体の
25％以上取扱い、かつ、「60321　一般医薬品」を
扱っている事業所

うちドラッグストア
産業分類「6031ドラッグストア」に格付けされた事
業所

うち各種商品取扱店
（注３）

571,572,573,574,5791,5792,5793,5799のいず
れかが90％以上

582,583,584,585,586,5892,5893,5894,
5895,5896,5897,5898,5899のいずれかが90%以
上

5911,5912,5913,5914,592,593,601,602,
6032,6033,6034,604,605,606,607,
6081,6082,6092,6093,6094,6095,6096,
6097,6098,6099のいずれかが90%以上

８．家電大型専門店 ×
産業分類「5931機械器具小売業」又は「5932電
気事務機械器具小売業」に格付けされた事業所

衣が50%以上（１、７、８、11に該当する小売店を除く）

食が50%以上（１、７、８、11に該当する小売店を除く）

住が50%以上（１、７、８、11に該当する小売店を除く）

うち各種商品取扱店
（注３）

訪問販売＋通信・カタログ販売＋インターネット販
売＋自動販売機による販売が100％

うち通信・カタログ販売、
インターネット販売

無店舗販売のうち、通信・カタログ販売＋インター
ネット販売が80％以上

別表 「業態分類表」

区　　分 売場面積
営業
時間

１．百貨店

×

産業分類「561百貨店,総合スーパー」に格付けさ
れた事業所

産業分類　「561百貨店,総合スーパー」と
は、衣、食、他（＝住）にわたる各種商品を
小売し、そのいずれも小売販売額の10％以
上70％未満の範囲内にある事業所で、従業
者が50人以上の事業所をいう。

(１)　大型百貨店
3000㎡以上（都の特
別区及び政令指定都
市は6000㎡以上）

(２)　その他の百貨店
3000㎡未満（都の特
別区及び政令指定都
市は6000㎡未満）

２．総合スーパー

○
(１)　大型総合スーパー

3000㎡以上（都の特
別区及び政令指定都
市は6000㎡以上）

(２)　中型総合スーパー
3000㎡未満（都の特
別区及び政令指定都
市は6000㎡未満）

「飲食料品」とは、商品分類番号の上位２桁
が58のものをいう。
産業分類「5891 コンビニエンスストア（飲食
料品を中心とするものに限る）」以外も含む。

３．専門スーパー

○

(１)　衣料品スーパー

(２)　食料品スーパー

(３)　住関連スーパー

４．コンビニエンスストア

○ 飲食料品を扱っていること 30㎡以上250㎡未満

14時間
以上

250㎡以上

６．その他のスーパー
○ ２、３、４、５以外のセルフ店

500㎡以上

○

産業分類「6031ドラッグストア」とは、産業分
類「603医薬品・化粧品小売業」に格付けさ
れた事業所のうち、セルフサービス方式を採
用しており、「60321　一般用医薬品」を扱っ
ている事業所をいう。

７．専門店

×

(１)　衣料品専門店

(２)　食料品専門店

(３)　住関連専門店

９．中心店

×
(１)　衣料品中心店

(２)　食料品中心店

(３)　住関連中心店

10．その他の小売店
× １、７、８、９、11以外の非セルフ店

11．無店舗販売  （注５）

× 0㎡

（注１） 　「セルフ方式」とは、売場面積の50％以上について、セルフサービス方式を採用している事業所をいう。

（注４） 　業態分類「うちホームセンター」に分類される条件と、産業分類「6091ホームセンター」に格付けられる条件（以下に該当する事業所）は同一ではない。

　・セルフサービス方式を採用し、売場面積500㎡以上で、商品分類「60211金物」、「60221荒物」及び「60421苗・種子」のいずれかを扱っている事業所

（注５） 　産業分類「61無店舗小売業」とは、販売形態のうち店頭販売の割合が0％及び売場面積が0㎡の事業所をいい、業態分類「11．無店舗販売」の事業所数等とは一致しない。

（注２） 　「取扱商品等」欄の３桁及び４桁の番号は、商品分類番号である。また、「衣」、「食」、「住」とは、商品分類番号の上位２桁で衣（57）、食（58）、住（59，60）に分類して集計したものをい
う。

（注３） 　「各種商品取扱店」とは、「569その他の各種商品小売業」に格付けされ、かつ、コンビニエンスストア及び広義のドラッグストアの定義に該当しない事業所であって、「６．その他のスー
パー」はセルフサービス方式を採用している事業所、「10．その他の小売店」はセルフサービス方式を採用していない事業所をいう。





 

 

 

 

調 査 結 果 の 概 要 

 
 

 
＜平成２６年経済センサス-基礎調査と平成２６年商業統計調査の結果公表に係る 

集計対象について＞ 

 

１ 産業大分類「Ｉ-卸売業，小売業」に格付けられた事業所について 

  公表に際し、下記２つの範囲が存在する。 

  ①「管理・補助的経済活動を行う事業所」および「格付不能」を含むすべての事業所 

  ②年間商品販売額があり、産業細分類の格付けに必要な事項の数値が得られた事業所 

今回、平成２６年経済センサス-基礎調査（速報）における集計対象は①であり、平成２６年

商業統計調査（速報）における集計対象は②であるため、両者の数値は一致しない。 

  

２ 平成２６年商業統計調査との比較値について 

  平成２４年経済センサス-活動調査における集計値は下記表のとおりとなっている。 

集 計
対 象

事業所数
従業者数

（人）

年間商品
販 売 額
（百万円）

売場面積
（㎡）

第 １ 表 ① 11,075 71,668 1,817,537 1,095,416

第２～６表

産 業 細 分 類 別統 計表 第 １ 表

第 １ 表 ② 7,850 51,803 1,690,632 992,240

第 ２ 表 ② 933 4,207 66,302 103,176

業態別統計表（小売業） 第１～５表 ② 6,771 39,417 706,687 1,095,416

統 計 表

総 括 統 計 表

8,783 56,010 1,756,933② 1,095,416

市 町 別 統 計 表

 

  今回、商業統計調査（速報）との比較値として使用したのは、上記のうち②のみであるた

め、『福井県の商業（平成２４年 経済センサス-活動調査 卸売業・小売業に関する結果報告

書）』内の①の数値との比較は行っていない。 
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１ 概 況 

 

 

 

 

 

 

 

平成２６年７月１日現在の福井県における事業所数は８，６２２事業所で、平成２４年経済セン

サス－活動調査（以下「前回」という。）と比べて１．８％減少しました。 

従業者数は５７，４６０人で前回と比べて２．６％増加し、年間商品販売額は１兆８，３８３億円で

前回と比べて４．６％増加しました。 〈表１〉 

 

 

構成比
（％）

構成比
（％）

増減
前回比
（％）

8,783 100.0 8,622 100.0 ▲ 161 ▲ 1.8

卸 売 業 2,012 22.9 2,077 24.1 65 3.2

小 売 業 6,771 77.1 6,545 75.9 ▲ 226 ▲ 3.3

56,010 100.0 57,460 100.0 1,450 2.6

卸 売 業 16,593 29.6 17,008 29.6 415 2.5

小 売 業 39,417 70.4 40,452 70.4 1,035 2.6

1,756,933 100.0 1,838,299 100.0 81,366 4.6

卸 売 業 1,050,247 59.8 1,106,015 60.2 55,768 5.3

小 売 業 706,687 40.2 732,284 39.8 25,597 3.6

1,095,416 － 1,082,970 － ▲ 12,446 ▲ 1.1売場面積（㎡）

事業所数

従業者数（人）

年間商品販売額（百万円）

平成２４年 平成２６年

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事 業 所 数        ８，６２２事業所（前回比 ▲１．８％） 

 

従 業 者 数       ５７，４６０人  （前回比  ２．６％） 

 

年間商品販売額    １，８３８，２９９百万円（前回比  ４．６％） 

表１ 主要指数 



６ 

 

２ 事業所数 

卸売業および小売業の事業所数は８，６２２事業所で、前回と比べて１．８％減少しました。 

事業所数を卸売業・小売業別にみると、卸売業は２，０７７事業所で全体の２４．１％を占めて

おり、前回と比べて３．２％増加しました。小売業は６，５４５事業所で、全体の７５．９％を占めて

おり、前回と比べて３．３％減少しました。 〈表２〉 

 

（１）卸売業 

産業分類別に構成比をみると、機械器具卸売業が２２．９％で最も高く、次いで建築材料，

鉱物・金属材料等卸売業（２２．７％）、その他の卸売業（２２．１％）の順となっています。 

前回と比べると、各種商品卸売業で１６事業所（６６．７％）減、繊維・衣服等卸売業で５事業

所（２．０％）減少しましたが、飲食料品卸売業で４５事業所（１２．２％）増、機械器具卸売業で２

４事業所（５．３％）増など、４業種で増加しました。 

従業者規模別に構成比をみると、２人以下規模が３０．０％、５人～９人規模が２５．０％、３人

～４人規模が２３．１％、１０人～１９人規模が１３．６％となっており、１９人以下規模の事業所が

全体の９割を占めています。 〈表２、表３、図１、図３〉 

 

（２）小売業 

産業分類別に構成比をみると、その他の小売業が３５．６％で最も高く、次いで飲食料品小

売業（３０．２％）、織物・衣服・身の回り品小売業（１５．３％）の順となっています。 

前回と比べると、各種商品小売業で５事業所（２０．８％）増、無店舗小売業で９事業所（３．

５％）増加しましたが、その他の小売業で１２１事業所（４．９％）減、飲食料品小売業で９１事業

所（４．４％）減など、４業種で減少しました。 

   従業者規模別に構成比をみると、２人以下規模が最も高く４５．０％、次いで３人～４人規模

（２３．０％）、５人～９人規模（１７．１％）の順となっており、従業者規模が大きくなるほど事業所

数は少なくなっています。 〈表２、表３、図２、図３〉 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



７ 

 

 

構成比
（％）

構成比
（％）

前回比
（％）

合計 8,783 100.0 8,622 100.0 ▲ 1.8
　卸売業 2,012 22.9 2,077 24.1 3.2
　小売業 6,771 77.1 6,545 75.9 ▲ 3.3
卸売業　計 2,012 100.0 2,077 100.0 3.2
50 各種商品卸売業 24 1.2 8 0.4 ▲ 66.7
51 繊維・衣服等卸売業 254 12.6 249 12.0 ▲ 2.0
52 飲食料品卸売業 369 18.3 414 19.9 12.2
53 建築材料，鉱物・金属材料等卸売業 456 22.7 472 22.7 3.5
54 機械器具卸売業 451 22.4 475 22.9 5.3
55 その他の卸売業 458 22.8 459 22.1 0.2
小売業　計 6,771 100.0 6,545 100.0 ▲ 3.3
56 各種商品小売業 24 0.4 29 0.4 20.8
57 織物・衣服・身の回り品小売業 1,019 15.0 999 15.3 ▲ 2.0
58 飲食料品小売業 2,070 30.6 1,979 30.2 ▲ 4.4
59 機械器具小売業 950 14.0 942 14.4 ▲ 0.8
60 その他の小売業 2,450 36.2 2,329 35.6 ▲ 4.9
61 無店舗小売業 258 3.8 267 4.1 3.5

産業分類 平成２４年 平成２６年
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表２ 産業分類中分類別事業所数 

図１ 【卸売業】産業分類中分類別事業所数 

図２ 【小売業】産業分類中分類別事業所数 
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構成比
（％）

構成比
（％）

前回比
（％）

総 数 8,783 100.0 8,622 100.0 ▲ 1.8

2 人 以 下 3,931 44.8 3,567 41.4 ▲ 9.3

3 ～ 4 人 2,027 23.1 1,985 23.0 ▲ 2.1

5 ～ 9 人 1,539 17.5 1,639 19.0 6.5

10 ～ 19 人 744 8.5 894 10.4 20.2

20 ～ 29 人 256 2.9 250 2.9 ▲ 2.3

30 ～ 49 人 163 1.9 176 2.0 8.0

50 ～ 99 人 97 1.1 86 1.0 ▲ 11.3

100 人 以 上 26 0.3 25 0.3 ▲ 3.8

総 数 2,012 100.0 2,077 100.0 3.2

2 人 以 下 622 30.9 623 30.0 0.2

3 ～ 4 人 446 22.2 479 23.1 7.4

5 ～ 9 人 498 24.8 520 25.0 4.4

10 ～ 19 人 280 13.9 283 13.6 1.1

20 ～ 29 人 77 3.8 77 3.7 0.0

30 ～ 49 人 56 2.8 61 2.9 8.9

50 ～ 99 人 24 1.2 27 1.3 12.5

100 人 以 上 9 0.4 7 0.3 ▲ 22.2

総 数 6,771 100.0 6,545 100.0 ▲ 3.3

2 人 以 下 3,309 48.9 2,944 45.0 ▲ 11.0

3 ～ 4 人 1,581 23.3 1,506 23.0 ▲ 4.7

5 ～ 9 人 1,041 15.4 1,119 17.1 7.5

10 ～ 19 人 464 6.9 611 9.3 31.7

20 ～ 29 人 179 2.6 173 2.6 ▲ 3.4

30 ～ 49 人 107 1.6 115 1.8 7.5

50 ～ 99 人 73 1.1 59 0.9 ▲ 19.2

100 人 以 上 17 0.3 18 0.3 5.9

卸売業・
小売業計

卸売業

小売業

従 業 者 規 模 平成２４年 平成２６年
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表３ 従業者規模別事業所数 

図３ 従業者規模別事業所数 
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３ 従業者数 

卸売業および小売業の従業者数は５７，４６０人で、前回と比べて２．６％増加しました。 

これを卸売業・小売業別にみると、卸売業は１７，００８人で全体の２９．６％を占めており、前

回と比べて２．５％増加しました。小売業は４０，４５２人で全体の７０．４％を占めており、前回と

比べて２．６％増加しました。 〈表４〉 

 

（１）卸売業 

産業分類別に構成比をみると、機械器具卸売業が２６．０％で最も高く、次いで建築材料，

鉱物・金属材料等卸売業（２４．２％）、飲食料品卸売業（２０．９％）の順となっています。 

前回と比べると、その他の卸売業で５４３人（２０．０％）増加したのをはじめ３業種で増加、繊

維・衣服等卸売業で３３９人（１７．９％）減少したのをはじめ３業種で減少しました。 

従業者規模別に構成比をみると、１０人～１９人規模が最も高く２２．４％、次いで５人～９人

規模（１９．９％）、３０人～４９人規模（１３．３％）の順になっています。 〈表４、表５、図４、図６〉 

 

（２）小売業 

産業分類別に構成比をみると、飲食料品小売業が３４．９％で最も高く、次いでその他の小

売業（３２．２％）、機械器具小売業（１４．３％）の順となっています。 

前回と比べると、その他の小売業で７６３人（５．５％）減少しましたが、無店舗小売業で３２６

人（２７．７％）増加したのをはじめ５業種で増加しました。 

従業者規模別に構成比をみると、１０人～１９人規模が最も高く２０．１％、次いで５人～９人

規模（１８．０％）、３人～４人規模（１２．５％）の順となっています。 〈表４、表５、図５、図６〉 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



１０ 

 

 

構成比
（％）

構成比
（％）

前回比
（％）

合計 56,010 100.0 57,460 100.0 2.6
　卸売業 16,593 29.6 17,008 29.6 2.5
　小売業 39,417 70.4 40,452 70.4 2.6
卸売業　計 16,593 100.0 17,008 100.0 2.5
50 各種商品卸売業 431 2.6 112 0.7 ▲ 74.0
51 繊維・衣服等卸売業 1,899 11.4 1,560 9.2 ▲ 17.9
52 飲食料品卸売業 3,460 20.9 3,548 20.9 2.5
53 建築材料，鉱物・金属材料等卸売業 3,623 21.8 4,111 24.2 13.5
54 機械器具卸売業 4,466 26.9 4,420 26.0 ▲ 1.0
55 その他の卸売業 2,714 16.4 3,257 19.1 20.0
小売業　計 39,417 100.0 40,452 100.0 2.6
56 各種商品小売業 1,727 4.4 2,504 6.2 45.0
57 織物・衣服・身の回り品小売業 3,338 8.5 3,542 8.8 6.1
58 飲食料品小売業 13,979 35.5 14,128 34.9 1.1
59 機械器具小売業 5,425 13.8 5,767 14.3 6.3
60 その他の小売業 13,772 34.9 13,009 32.2 ▲ 5.5
61 無店舗小売業 1,176 3.0 1,502 3.7 27.7

産業分類 平成２４年 平成２６年
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表４ 産業分類中分類別従業者数 

図４ 【卸売業】産業分類中分類別従業者数 

図５ 【小売業】産業分類中分類別従業者数 



１１ 

 

 

構成比
（％）

構成比
（％）

構成比
（％）

57,460 100.0 17,008 100.0 40,452 100.0

2 人 以 下 5,705 9.9 997 5.9 4,708 11.6

3 ～ 4 人 6,694 11.6 1,628 9.6 5,066 12.5

5 ～ 9 人 10,671 18.6 3,381 19.9 7,290 18.0

10 ～ 19 人 11,946 20.8 3,802 22.4 8,144 20.1

20 ～ 29 人 5,961 10.4 1,822 10.7 4,139 10.2

30 ～ 49 人 6,587 11.5 2,269 13.3 4,318 10.7

50 ～ 99 人 5,735 10.0 1,770 10.4 3,965 9.8

100 人 以 上 4,161 7.2 1,339 7.9 2,822 7.0

合　　　計

卸売業・
小売業計

従 業 者 規 模 卸売業 小売業
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表５ 従業者規模別従業者数 

図６ 従業者規模別従業者数 



１２ 

 

４ 年間商品販売額 

卸売業および小売業の年間商品販売額（平成２５年１月～１２月）は１兆８，３８３億円で、前回

と比べて４．６％増加しました。 

これを卸売業・小売業別にみると、卸売業は１兆１，０６０億円で全体の６０．２％を占めており、

前回と比べて５．３％増加しました。小売業は７，３２３億円で全体の３９．８％を占めており、前回

と比べて３．６％増加しました。 〈表６〉 

 

（１）卸売業 

産業分類別に構成比をみると、建築材料，鉱物・金属材料等卸売業が２５．８％で最も高く、

次いでその他の卸売業（２４．９％）、機械器具卸売業（２０．０％）の順となっています。 

前回と比べると、繊維・衣服等卸売業で１８２億円（１９．１％）減など３業種で減少し、その他の

卸売業で７９４億円（４０．６％）増など３業種で増加しました。 

従業者規模別に構成比をみると、１０人～１９人規模が最も高く２５．０％、次いで５人～９人規

模（２２．４％）、３０人～４９人規模（１３．５％）の順となっています。 〈表６、表７、図７、図９〉 

 

（２）小売業 

産業分類別に構成比をみると、その他の小売業が３２．６％で最も高く、次いで飲食料品小売

業（２７．０％）、機械器具小売業（２１．０％）の順となっています。 

前回と比べると、飲食料品小売業で２０４億円（９．４％）減など２業種で減少し、機械器具小売

業で２３６億円（１８．２％）増など４業種で増加しました。 

従業者規模別に構成比をみると、１０人～１９人規模が最も高く２２．８％、次いで５人～９人規

模（２０．３％）、３０～４９人規模（１１．３％）の順となっています。 〈表６、表７、図８、図９〉 



１３ 

 

 

構成比
（％）

構成比
（％）

前回比
（％）

合計 17,569 100.0 18,383 100.0 4.6
　卸売業 10,502 59.8 11,060 60.2 5.3
　小売業 7,067 40.2 7,323 39.8 3.6
卸売業　計 10,502 100.0 11,060 100.0 5.3
50 各種商品卸売業 502 4.8 318 2.9 ▲ 36.5
51 繊維・衣服等卸売業 954 9.1 772 7.0 ▲ 19.1
52 飲食料品卸売業 2,010 19.1 2,153 19.5 7.1
53 建築材料，鉱物・金属材料等卸売業 2,729 26.0 2,858 25.8 4.8
54 機械器具卸売業 2,350 22.4 2,207 20.0 ▲ 6.1
55 その他の卸売業 1,957 18.6 2,751 24.9 40.6
小売業　計 7,067 100.0 7,323 100.0 3.6
56 各種商品小売業 407 5.8 603 8.2 48.2
57 織物・衣服・身の回り品小売業 412 5.8 461 6.3 11.7
58 飲食料品小売業 2,178 30.8 1,974 27.0 ▲ 9.4
59 機械器具小売業 1,303 18.4 1,539 21.0 18.2
60 その他の小売業 2,474 35.0 2,386 32.6 ▲ 3.6
61 無店舗小売業 292 4.1 359 4.9 23.0

産業分類 平成２４年
　　　　（億円）

平成２６年
　　　　（億円）
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表６ 産業分類中分類別年間商品販売額 

図７ 【卸売業】産業分類中分類別年間商品販売額 

図８ 【小売業】産業分類中分類別年間商品販売額 



１４ 

 

 

構成比
（％）

構成比
（％）

構成比
（％）

18,383 100.0 11,060 100.0 7,323 100.0

2 人 以 下 926 5.0 366 3.3 560 7.6

3 ～ 4 人 1,444 7.9 695 6.3 749 10.2

5 ～ 9 人 3,964 21.6 2,475 22.4 1,488 20.3

10 ～ 19 人 4,431 24.1 2,765 25.0 1,666 22.8

20 ～ 29 人 1,976 10.8 1,168 10.6 808 11.0

30 ～ 49 人 2,319 12.6 1,494 13.5 825 11.3

50 ～ 99 人 2,010 10.9 1,390 12.6 620 8.5

100 人 以 上 1,313 7.1 707 6.4 606 8.3

従 業 者 規 模
卸売業・
小売業計

　　　（億円）

卸売業
　　　（億円）

小売業
　　　（億円）

合　　　計
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表７ 従業者規模別年間商品販売額 

図９ 従業者規模別年間商品販売額 



１５ 

 

５ 売場面積（小売業） 

   小売業の売場面積は１，０８２，９７０㎡で、前回と比べて１．１％減少しました。 

   産業分類別に構成比をみると、その他の小売業が３５．０％で最も高く、次いで飲食料品小売 

業（２６．７％）、各種商品小売業（１５．４％）の順となっています。 

   前回と比べると、機械器具小売業で２４，４７７㎡（３１．５％）増など３業種で増加しましたが、

その他の小売業で７７，８７８㎡（１７．０％）減など２業種で減少しました。 〈表８、図１０〉 

 

 

 

構成比
（％）

構成比
（％）

前回比
（％）

小売業　計 1,095,416 100.0 1,082,970 100.0 ▲ 1.1

56 各種商品小売業 104,250 9.5 166,539 15.4 59.7

57 織物・衣服・身の回り品小売業 136,618 12.5 145,974 13.5 6.8

58 飲食料品小売業 319,490 29.2 288,800 26.7 ▲ 9.6

59 機械器具小売業 77,685 7.1 102,162 9.4 31.5

60 その他の小売業 457,373 41.8 379,495 35.0 ▲ 17.0

61 無店舗小売業 - - - - -

産業分類
平成２４年
　　（㎡）

平成２６年
　　（㎡）
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表８ 産業分類中分類別売場面積 

図１０ 【小売業】産業分類中分類別売場面積 



１６ 

 

６ 単位当たりの年間商品販売額および売場面積 

   １事業所当たりの年間商品販売額は２億１，３２１万円で、前回と比べて１，３１７万円（６．６％）

増加しました。従業者１人当たりの年間商品販売額は３，１９９万円で、前回と比べて６２万円(２．

０％)増加しました。 〈表９〉 

 

（１）卸売業 

   １事業所当たりの年間商品販売額は５億３，２５１万円で、前回と比べて１，０５２万円（２．０％）

増加しました。 

   前回と比べると、その他の卸売業で１億７，２００万円（４０．２％）増など３業種で増加し、繊

維・衣服等卸売業で６，５６５万円（１７．５％）減など、３業種で減少しました。 

   従業者１人当たりの年間商品販売額は６，５０３万円で、前回と比べて１７４万円（２．７％）増

加しました。 

   前回と比べると、その他の卸売業で１，２３５万円（１７．１％）増など３業種で増加しましたが、

建築材料，鉱物・金属材料等卸売業で５７８万円（７．７％）減など３業種で減少しました。                             

〈表９〉 

 

（２）小売業 

   １事業所当たりの年間商品販売額は１億１，１８８万円で、前回と比べて７５１万円（７．２％）増

加しました。 

   前回と比べると、飲食料品小売業で５４７万円（５．２％）減少しましたが、機械器具小売業で２，

６２８万円（１９．２％）増、無店舗小売業で２，１３１万円（１８．８％）増など５業種で増加しました。 

   従業者１人当たりの年間商品販売額は１，８１０万円で、前回と比べて１７万円（１．０％）増加

しました。 

   前回と比べると、飲食料品小売業で１６１万円（１０．３％）減、無店舗小売業で９２万円（３．

７％）減少しましたが、機械器具小売業で２６７万円（１１．１％）増、織物・衣服・身の回り品小売

業で６５万円（５．３％）増など、４業種で増加しました。 〈表９〉 

 



１７ 

 

 

平成２４年 平成２６年
前回比
（％）

平成２４年 平成２６年
前回比
（％）

合計 20,004 21,321 6.6 3,137 3,199 2.0
　卸売業 52,199 53,251 2.0 6,329 6,503 2.7
　小売業 10,437 11,188 7.2 1,793 1,810 1.0
卸売業　計 52,199 53,251 2.0 6,329 6,503 2.7
50 各種商品卸売業 209,079 398,031 90.4 11,642 28,431 144.2
51 繊維・衣服等卸売業 37,571 31,006 ▲ 17.5 5,025 4,949 ▲ 1.5
52 飲食料品卸売業 54,476 52,008 ▲ 4.5 5,810 6,069 4.5
53 建築材料，鉱物・金属材料等卸売業 59,837 60,560 1.2 7,531 6,953 ▲ 7.7
54 機械器具卸売業 52,114 46,464 ▲ 10.8 5,263 4,993 ▲ 5.1
55 その他の卸売業 42,736 59,936 40.2 7,212 8,447 17.1
小売業　計 10,437 11,188 7.2 1,793 1,810 1.0
56 各種商品小売業 169,700 208,074 22.6 2,358 2,410 2.2
57 織物・衣服・身の回り品小売業 4,047 4,614 14.0 1,236 1,301 5.3
58 飲食料品小売業 10,523 9,976 ▲ 5.2 1,558 1,397 ▲ 10.3
59 機械器具小売業 13,715 16,343 19.2 2,402 2,669 11.1
60 その他の小売業 10,098 10,244 1.4 1,796 1,834 2.1
61 無店舗小売業 11,310 13,441 18.8 2,481 2,389 ▲ 3.7

１事業所当たりの年間商品販売額
（万円）

従業者１人当たりの年間商品販売額
（万円）

産業分類

 

 

 

   小売業について、１事業所当たりの売場面積は１６５．５㎡で、前回と比べて３．７㎡（２．３％）

増加しました。産業分類別にみると、各種商品小売業が５，７４２．７㎡で最も大きく、次いでその

他の小売業が１６２．９㎡となっています。 

   前回と比べると、機械器具小売業で２６．７㎡（３２．６％）増など３業種で増加しましたが、その

他の小売業で２３．８㎡（１２．７％）減、飲食料品小売業で８．４㎡（５．４％）減少しました。 

   従業者１人当たりの売場面積は２６．８㎡で、前回と比べて１．０㎡（３．７％）減少しました。産

業分類別にみると、各種商品小売業が６６．５㎡で最も大きく、次いで織物・衣服・身の回り品小

売業が４１．２㎡となっています。 

   前回と比べると、機械器具小売業で３．４㎡（２３．９％）増など３業種で増加しましたが、その

他の小売業で４．０㎡（１２．１％）減、飲食料品小売業で２．５㎡（１０．７％）減少しました。  

〈表１０〉 

 

 

平成２４年 平成２６年
前回比
（％）

平成２４年 平成２６年
前回比
（％）

小売業　計 161.8 165.5 2.3 27.8 26.8 ▲ 3.7
56 各種商品小売業 4,343.8 5,742.7 32.2 60.4 66.5 10.1
57 織物・衣服・身の回り品小売業 134.1 146.1 9.0 40.9 41.2 0.8
58 飲食料品小売業 154.3 145.9 ▲ 5.4 22.9 20.4 ▲ 10.7
59 機械器具小売業 81.8 108.5 32.6 14.3 17.7 23.9
60 その他の小売業 186.7 162.9 ▲ 12.7 33.2 29.2 ▲ 12.1
61 無店舗小売業 - - - - - -

従業者１人当たりの売場面積（㎡）

産業分類
１事業所当たりの売場面積（㎡）

 

表９ 単位当たりの年間商品販売額 

表１０ 単位当たりの売場面積 



１８ 

 

７ 地域別（広域市町村圏別）状況 

   地域別に構成比をみると、事業所数、従業者数、年間商品販売額のすべてにおいて福井坂

井地区が最も高く、県全体の過半数を占めています。 〈表１１、表１２、図１１、図１２〉 

 

（１）卸売業 

   事業所数の構成比をみると、福井坂井地区が１，１９９事業所で全体の５７．７％を占めており、

次いで丹南地区が４８９事業所（２３．５％）となっています。 

   前回と比べると、大野勝山地区で７事業所（８．４％）減少しましたが、丹南地区で３９事業所

（８．７％）増など、３つの地域で増加しました。 

   従業者数の構成比をみると、福井坂井地区が１１，７０７人で全体の６８．８％を占めており、次

いで丹南地区が３，１３５人（１８．４％）となっています。 

   前回と比べると、大野勝山地区で８２人（２３．２％）減、丹南地区で１０１人（３．１％）減少し、

福井坂井地区で４６０人（４．１％）増、嶺南地区で１３８人（７．９％）増加しました。 

   年間商品販売額の構成比をみると、福井坂井地区が８，７０７億円で全体の７８．７％を占め

ており、次いで嶺南地区が１，２１１億円（１１．０％）となっています。 

   前回と比べると、大野勝山地区で７億円（７．５％）減少しましたが、福井坂井地区で８０１億円

（１０．１％）増加しました。 〈表１１、図１１〉 

 

（２）小売業 

   事業所数の構成比をみると、福井坂井地区が３，３４９事業所で全体の５１．２％を占めており、

次いで丹南地区が１，４８１事業所（２２．６％）となっています。 

   前回と比べると、福井坂井地区が９１事業所（２．６％）減、丹南地区が５８事業所（３．８％）減

など、すべての地域で減少しました。 

   従業者数の構成比をみると、福井坂井地区が２２，３３２人で全体の５５．２％を占めており、次

いで丹南地区が８，３６９人（２０．７％）となっています。 

   前回と比べると、丹南地区で３０２人（３．５％）減、大野勝山地区で１７９人（６．４％）減少しま

したが、福井坂井地区で１，３９５人（６．７％）増、嶺南地区で１２１人（１．７％）増加しました。 

   年間商品販売額の構成比をみると、福井坂井地区が４，０９８億円で全体の５６．０％を占め

ており、次いで丹南地区が１，４１６億円（１９．３％）となっています。 

   前回と比べると、福井坂井地区で１５４億円（３．９％）増、大野勝山地区で５２億円（１１．３％）

増加しました。 〈表１２、図１２〉 

 

 

 

 

 

（注）広域市町村圏 

 福井坂井地区…福井市、あわら市、坂井市、永平寺町 

 大野勝山地区…大野市、勝山市 

 丹 南 地 区         …鯖江市、越前市、池田町、南越前町、越前町 

 嶺 南 地 区         …敦賀市、小浜市、美浜町、高浜町、おおい町、若狭町 

 

 



１９ 

 

 

＜事業所数＞

構成比
（％）

前回比
（％）

合 計 2,012 2,077 100.0 3.2

福 井 坂 井 地 区 1,176 1,199 57.7 2.0

大 野 勝 山 地 区 83 76 3.7 ▲ 8.4

丹 南 地 区 450 489 23.5 8.7

嶺 南 地 区 303 313 15.1 3.3

＜従業者数＞

構成比
（％）

前回比
（％）

合 計 16,593 17,008 100.0 2.5

福 井 坂 井 地 区 11,247 11,707 68.8 4.1

大 野 勝 山 地 区 354 272 1.6 ▲ 23.2

丹 南 地 区 3,236 3,135 18.4 ▲ 3.1

嶺 南 地 区 1,756 1,894 11.1 7.9

＜年間商品販売額＞

構成比
（％）

前回比
（％）

合 計 10,502 11,060 100.0 5.3

福 井 坂 井 地 区 7,906 8,707 78.7 10.1

大 野 勝 山 地 区 92 85 0.8 ▲ 7.5

丹 南 地 区 X 1,057 9.6 X

嶺 南 地 区 X 1,211 11.0 X

地 域

地 域
平成２６年

　　　（億円）

地 域 平成２４年 平成２６年

平成２４年
　　　　（人）

平成２６年
　　　　（人）

平成２４年
　　　（億円）

 

 

 

 

78.7
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57.7

0.8
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11.0
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15.1
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表１１ 【卸売業】地域別（広域市町村圏別）事業所数、従業者数、年間商品販売額 

図１１ 【卸売業】地域別事業所数、従業者数、年間商品販売額の構成比 



２０ 

 

 

＜事業所数＞

構成比
（％）

前回比
（％）

合 計 6,771 6,545 100.0 ▲ 3.3

福 井 坂 井 地 区 3,440 3,349 51.2 ▲ 2.6

大 野 勝 山 地 区 581 533 8.1 ▲ 8.3

丹 南 地 区 1,539 1,481 22.6 ▲ 3.8

嶺 南 地 区 1,211 1,182 18.1 ▲ 2.4

＜従業者数＞

構成比
（％）

前回比
（％）

合 計 39,417 40,452 100.0 2.6

福 井 坂 井 地 区 20,937 22,332 55.2 6.7

大 野 勝 山 地 区 2,792 2,613 6.5 ▲ 6.4

丹 南 地 区 8,671 8,369 20.7 ▲ 3.5

嶺 南 地 区 7,017 7,138 17.6 1.7

＜年間商品販売額＞

構成比
（％）

前回比
（％）

合 計 7,067 7,323 100.0 3.6

福 井 坂 井 地 区 3,944 4,098 56.0 3.9

大 野 勝 山 地 区 456 508 6.9 11.3

丹 南 地 区 X 1,416 19.3 X

嶺 南 地 区 X 1,301 17.8 X

地 域
平成２４年

　　　（億円）
平成２６年

　　　（億円）

地 域 平成２４年 平成２６年

地 域
平成２４年
　　　　（人）

平成２６年
　　　　（人）

 

 

 

 

56.0
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表１２ 【小売業】地域別（広域市町村圏別）事業所数、従業者数、年間商品販売額 

図１２ 【小売業】地域別事業所数、従業者数、年間商品販売額の構成比 



２１ 

 

８ 業態別小売業の動向 

（１）事業所数 

   構成比をみると、専門店が５４．３％で最も高く、次いで中心店（２８．５％）、その他のスーパ

ー（４．６％）の順となっています。 

   前回と比べると、コンビニエンスストアで３１事業所（１５．７％）増、無店舗販売で２４事業所（１

１．４％）増など６業態で増加しましたが、その他のスーパーで１３６事業所（３１．１％）減、広義ド

ラッグストアで４７事業所（３８．８％）減など５業態で減少しました。 〈図１３、統計表 第５表〉 

 

（２）従業者数 

構成比をみると、専門店が３９．０％で最も高く、次いで中心店（２１．６％）、専門スーパー（１５．

３％）の順となっています。 

前回と比べると、広義ドラッグストアで７２８人（４３．９％）減、その他のスーパーで４８５人（２３．

３％）減など４業態で減少しましたが、コンビニエンスストアで８７０人（４２．３％）増、無店舗販売

で３８８人（４０．０％）増など７業態で増加しました。 〈図１３、統計表 第５表〉 

 

（３）年間商品販売額 

   構成比をみると、専門店が３３．５％で最も高く、次いで中心店（２３．７％）、専門スーパー（１６．

０％）の順となっています。 

   前回と比べると、専門スーパーで４１５億円（２６．１％）減、広義ドラッグストアで１５７億円（３８．

２％）減など４業態で減少しましたが、専門店で３３１億円（１５．６％）増、中心店で２４１億円（１６．

２％）増など５業態で増加しました。 〈図１３、統計表 第５表〉 

 

（４）売場面積 

   構成比をみると、専門スーパーが２６．９％で最も高く、次いで専門店（２３．８％）、中心店（１６．

９％）の順となっています。 

   前回と比べると、専門店で２２，１３４㎡（９．４％）増、家電大型専門店で１５，０６２㎡（４２．

３％）増など３業態で増加しましたが、専門スーパーで４０，０５６㎡（１２．１％）減、広義ドラッグス

トアで４０，６０４㎡（４１．７％）減など５業態で減少しました。 〈図１３、統計表 第５表〉 

 

（注） 業態分類の定義は、「利用上の注意」内の別表「業態分類表」のとおりです。 
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図１３ 業態別の構成比 
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第１表　産業分類中分類別従業者規模別統計表

　　産　　業　　分　　類 事業所数 従業者数 年間商品販売額 事業所数 従業者数 年間商品販売額 事業所数 従業者数 年間商品販売額

（人） （百万円） （人） （百万円） （人） （百万円）

　　　合　　　　　　　　　計 8,622 57,460 1,838,299 3,567 5,705 92,592 1,985 6,694 144,432

　　　卸　　売　　業　　計 2,077 17,008 1,106,015 623 997 36,611 479 1,628 69,483

50　各種商品卸売業 8 112 31,842 1 1 Ｘ 2 7 Ｘ
51　繊維・衣服等卸売業 249 1,560 77,206 79 135 2,495 64 213 6,348
52　飲食料品卸売業 414 3,548 215,315 125 204 9,931 96 329 17,770
53　建築材料，鉱物・金属材料等卸売業 472 4,111 285,844 143 221 13,090 100 344 19,703
54　機械器具卸売業 475 4,420 220,702 109 183 6,834 102 356 16,329
55　その他の卸売業 459 3,257 275,106 166 253 Ｘ 115 379 Ｘ

　　　小　　売　　業　　計 6,545 40,452 732,284 2,944 4,708 55,982 1,506 5,066 74,949

56　各種商品小売業 29 2,504 60,342 8 16 350 2 6 Ｘ
57　織物・衣服・身の回り品小売業 999 3,542 46,090 548 877 7,014 253 840 10,280
58　飲食料品小売業 1,979 14,128 197,426 905 1,488 17,859 383 1,275 15,828
59　機械器具小売業 942 5,767 153,949 327 536 5,556 245 824 10,275
60　その他の小売業 2,329 13,009 238,591 1,006 1,584 22,189 586 2,001 36,771
61　無店舗小売業 267 1,502 35,888 150 207 3,014 37 120 Ｘ

　　産　　業　　分　　類 事業所数 従業者数 年間商品販売額 事業所数 従業者数 年間商品販売額 事業所数 従業者数 年間商品販売額

（人） （百万円） （人） （百万円） （人） （百万円）

　　　合　　　　　　　　　計 1,639 10,671 396,388 894 11,946 443,071 250 5,961 197,620

　　　卸　　売　　業　　計 520 3,381 247,544 283 3,802 276,458 77 1,822 116,818

50　各種商品卸売業 2 14 Ｘ 2 28 Ｘ - - -
51　繊維・衣服等卸売業 60 380 24,680 34 467 23,316 7 153 8,768
52　飲食料品卸売業 99 626 22,406 45 639 40,629 26 620 39,440
53　建築材料，鉱物・金属材料等卸売業 118 778 55,835 76 989 103,286 14 320 28,550
54　機械器具卸売業 148 975 44,441 68 875 66,135 21 512 30,628
55　その他の卸売業 93 608 Ｘ 58 804 Ｘ 9 217 9,432

　　　小　　売　　業　　計 1,119 7,290 148,845 611 8,144 166,613 173 4,139 80,802

56　各種商品小売業 3 18 Ｘ - - - - - -
57　織物・衣服・身の回り品小売業 145 914 14,764 39 473 6,627 9 227 3,476
58　飲食料品小売業 285 1,916 26,059 265 3,555 49,729 56 1,324 20,723
59　機械器具小売業 213 1,384 32,662 108 1,448 47,511 26 622 21,260
60　その他の小売業 436 2,806 70,491 171 2,289 55,986 77 1,846 25,345
61　無店舗小売業 37 252 Ｘ 28 379 6,760 5 120 9,998

　　産　　業　　分　　類 事業所数 従業者数 年間商品販売額 事業所数 従業者数 年間商品販売額 事業所数 従業者数 年間商品販売額

（人） （百万円） （人） （百万円） （人） （百万円）

　　　合　　　　　　　　　計 176 6,587 231,897 86 5,735 200,966 25 4,161 131,333

　　　卸　　売　　業　　計 61 2,269 149,412 27 1,770 138,981 7 1,339 70,709

50　各種商品卸売業 - - - 1 62 Ｘ - - -
51　繊維・衣服等卸売業 4 139 Ｘ 1 73 Ｘ - - -
52　飲食料品卸売業 17 644 45,996 5 369 Ｘ 1 117 Ｘ
53　建築材料，鉱物・金属材料等卸売業 13 502 36,613 7 417 Ｘ 1 540 Ｘ
54　機械器具卸売業 16 592 27,316 8 543 16,373 3 384 12,646
55　その他の卸売業 11 392 Ｘ 5 306 33,963 2 298 Ｘ

　　　小　　売　　業　　計 115 4,318 82,485 59 3,965 61,985 18 2,822 60,624

56　各種商品小売業 - - - 4 358 6,454 12 2,106 52,781
57　織物・衣服・身の回り品小売業 4 149 Ｘ 1 62 Ｘ - - -
58　飲食料品小売業 49 1,892 32,007 31 2,130 Ｘ 5 548 Ｘ
59　機械器具小売業 17 589 22,929 6 364 13,756 - - -
60　その他の小売業 36 1,349 16,446 16 966 Ｘ 1 168 Ｘ
61　無店舗小売業 9 339 Ｘ 1 85 Ｘ - - -

　３０　～　４９　人 　５０　～　９９　人 １００人以上

　合　　　　計 　２　人　以　下 　３　～　４　人

　５　～　９　人 　１０　～　１９　人 　２０　～　２９　人
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第３表　市町別の事業所数（卸売業・小売業別）、従業者数（〃）、年間商品販売額（〃）

計 卸売業 小売業 計 卸売業 小売業 計 卸売業 小売業

合 計 8,622 2,077 6,545 57,460 17,008 40,452 1,838,299 1,106,015 732,284

福 井 市 3,396 1,026 2,370 26,829 10,220 16,609 1,129,445 809,314 320,131

敦 賀 市 694 158 536 4,734 1,011 3,723 157,602 85,324 72,278

小 浜 市 390 94 296 2,323 598 1,725 53,987 25,178 28,809

大 野 市 366 47 319 1,779 181 1,598 39,352 3,334 36,017

勝 山 市 243 29 214 1,106 91 1,015 19,928 5,156 14,772

鯖 江 市 657 184 473 4,402 1,508 2,894 93,286 44,030 49,257

あ わ ら 市 256 36 220 1,373 211 1,162 26,302 8,842 17,461

越 前 市 979 268 711 5,540 1,476 4,064 128,774 56,604 72,170

坂 井 市 738 120 618 5,039 1,080 3,959 108,752 44,678 64,074

永 平 寺 町 158 17 141 798 196 602 15,974 7,828 8,146

池 田 町 27 4 23 120 4 116 1,296 72 1,224

南 越 前 町 85 4 81 380 8 372 6,629 41 6,589

越 前 町 222 29 193 1,062 139 923 17,325 4,978 12,347

美 浜 町 105 20 85 471 92 379 9,532 3,804 5,728

高 浜 町 86 14 72 472 67 405 10,629 1,296 9,334

お お い 町 64 5 59 309 24 285 4,363 464 3,900

若 狭 町 156 22 134 723 102 621 15,123 5,075 10,048

第４表　市町別の事業所数、従業者数、年間商品販売額と前回比

実数 前回比 実数 前回比 実数 前回比

合 計 8,783 8,622 ▲ 1.8 56,010 57,460 2.6 1,756,933 1,838,299 4.6

福 井 市 3,438 3,396 ▲ 1.2 25,421 26,829 5.5 1,044,267 1,129,445 8.2

敦 賀 市 676 694 2.7 4,558 4,734 3.9 145,775 157,602 8.1

小 浜 市 419 390 ▲ 6.9 2,330 2,323 ▲ 0.3 46,299 53,987 16.6

大 野 市 398 366 ▲ 8.0 1,946 1,779 ▲ 8.6 32,844 39,352 19.8

勝 山 市 266 243 ▲ 8.6 1,200 1,106 ▲ 7.8 21,969 19,928 ▲ 9.3

鯖 江 市 634 657 3.6 4,533 4,402 ▲ 2.9 104,119 93,286 ▲ 10.4

あ わ ら 市 249 256 2.8 1,163 1,373 18.1 19,960 26,302 31.8

越 前 市 999 979 ▲ 2.0 5,922 5,540 ▲ 6.5 169,138 128,774 ▲ 23.9

坂 井 市 771 738 ▲ 4.3 4,730 5,039 6.5 106,262 108,752 2.3

永 平 寺 町 158 158 0.0 870 798 ▲ 8.3 14,518 15,974 10.0

池 田 町 27 27 0.0 72 120 66.7 633 1,296 104.8

南 越 前 町 89 85 ▲ 4.5 325 380 16.9 6,080 6,629 9.0

越 前 町 240 222 ▲ 7.5 1,055 1,062 0.7 14,234 17,325 21.7

美 浜 町 101 105 4.0 398 471 18.3 5,442 9,532 75.2

高 浜 町 84 86 2.4 457 472 3.3 8,166 10,629 30.2

お お い 町 70 64 ▲ 8.6 264 309 17.0 3,835 4,363 13.8

若 狭 町 164 156 ▲ 4.9 766 723 ▲ 5.6 13,395 15,123 12.9

平成24年
平成26年

平成24年
平成26年

市　町
事業所数 従業者数（人） 年間商品販売額（百万円）

市　町

事業所数 従業者数（人） 年間商品販売額（百万円）

平成24年
平成26年



29 

 

 

第５表　業態別の事業所数、従業者数、年間商品販売額、売場面積

実数 構成比 実数 構成比 前回比 実数 構成比 実数 構成比 前回比
％ ％ ％ 人 ％ 人 ％ ％

合計 6,771 100.0 6,545 100.0 ▲ 3.3 39,417 100.0 40,452 100.0 2.6
　百貨店 1 0.0 4 0.1 300.0 219 0.6 668 1.7 205.0
　総合スーパー 7 0.1 12 0.2 71.4 1,450 3.7 1,796 4.4 23.9
　専門スーパー 310 4.6 243 3.7 ▲ 21.6 7,773 19.7 6,169 15.3 ▲ 20.6
　コンビニエンスストア 198 2.9 229 3.5 15.7 2,055 5.2 2,925 7.2 42.3
　広義ドラッグストア 121 1.8 74 1.1 ▲ 38.8 1,660 4.2 932 2.3 ▲ 43.9
　その他のスーパー 438 6.5 302 4.6 ▲ 31.1 2,078 5.3 1,593 3.9 ▲ 23.3
　専門店 3,521 52.0 3,554 54.3 0.9 14,181 36.0 15,785 39.0 11.3
　家電大型専門店 12 0.2 17 0.3 41.7 319 0.8 474 1.2 48.6
　中心店 1,940 28.7 1,865 28.5 ▲ 3.9 8,672 22.0 8,727 21.6 0.6
　その他の小売店 12 0.2 10 0.2 ▲ 16.7 40 0.1 25 0.1 ▲ 37.5
　無店舗販売 211 3.1 235 3.6 11.4 970 2.5 1,358 3.4 40.0

実数 構成比 実数 構成比 前回比 実数 構成比 実数 構成比 前回比
百万円 ％ 百万円 ％ ％ ㎡ ％ ㎡  ％ ％

合計 706,687 100.0 732,284 100.0 3.6 1,095,416 100.0 1,082,970 100.0 ▲ 1.1
　百貨店 X X 25,245 3.4 X X X 51,186 4.7 X
　総合スーパー X X 33,990 4.6 X X X 112,833 10.4 X
　専門スーパー 158,691 22.5 117,222 16.0 ▲ 26.1 331,086 30.2 291,030 26.9 ▲ 12.1
　コンビニエンスストア 31,583 4.5 39,323 5.4 24.5 22,621 2.1 27,367 2.5 21.0
　広義ドラッグストア 41,093 5.8 25,378 3.5 ▲ 38.2 97,367 8.9 56,763 5.2 ▲ 41.7
　その他のスーパー 30,876 4.4 18,114 2.5 ▲ 41.3 76,303 7.0 50,794 4.7 ▲ 33.4
　専門店 212,259 30.0 245,393 33.5 15.6 235,859 21.5 257,993 23.8 9.4
　家電大型専門店 16,804 2.4 20,119 2.7 19.7 35,602 3.3 50,664 4.7 42.3
　中心店 149,385 21.1 173,534 23.7 16.2 194,574 17.8 183,432 16.9 ▲ 5.7
　その他の小売店 558 0.1 438 0.1 ▲ 21.4 1,327 0.1 908 0.1 ▲ 31.6
　無店舗販売 25,889 3.7 33,527 4.6 29.5 - - - - -

業態分類

事業所数 従業者数
平成２４年 平成２６年 平成２４年 平成２６年

業態分類

年間商品販売額 売場面積
平成２４年 平成２６年 平成２４年 平成２６年





 



 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

      


